
平成２２年度北海道開発予算補正予算について

国土交通省北海道局

「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」が取りまとめられたこと

を受け、新成長戦略の前倒し、地域の生活の安心への寄与等の観点から、北

海道開発の一層の推進を図るインフラ整備を実施するための緊急的な措置を

講ずる。

Ⅰ．北海道開発事業費（一般公共事業費） ５４６億円（国費ベース）

１．地域活性化

（１）耐震化等による安心・安全な居住・生活環境の整備

・住宅耐震化の加速等

・生活に密接に関わる施設の耐震化の推進等

・国民生活の安心につながる防災対策の推進

（２）国民の「食」を守る農林水産業への緊急支援

・農林水産業の生産基盤の強化

（３）成長分野としての農林業の育成支援

・森林・林業再生の推進

２．社会資本整備

（１）地域経済の元気復活に資するインフラ整備

・国土ミッシングリンクの解消など地域連携の推進等

・国際コンテナ戦略港湾のハブ機能の強化等

・社会資本整備総合交付金の追加

・農山漁村地域整備交付金の追加

Ⅱ．公共事業の端境期における効率的な執行確保のためのゼロ国債の設定

７１０億円（事業費ベース）

参 考 資 料



（単位：百万円）

8,579 13,376

治 水 6,215 10,827

治 山 2,364 2,549

16,697 39,798

220 4,983

港 湾 220 4,542

空 港 0 441

696 3,290

都 市 環 境 整 備 696 3,290

道 路 環 境 整 備 696 3,290

357 0

水 道 357 0

21,271 9,582

農 業 農 村 整 備 10,564 6,670

森 林 整 備 1,102 0

水 産 基 盤 整 備 2,768 2,912

農 山 漁 村 地 域 整 備 6,837 0

54,622 71,029

※　「北海道開発事業費」（国費）には、交付金　「社会資本総合整備」　６，８０２百万円が含まれている。

平成２２年度補正予算額

国　　費事　　　　　項

治 山 治 水

農 林 水 産 基 盤 整 備

    北　海　道　開　発　事　業　費

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等

住 宅 都 市 環 境 整 備

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

ゼロ国債
（事業費）
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